
1. 序説

１９９０年代以降，先進国において活発な起業が経

済活性化の鍵であることが認識され始めるにつれ

て，欧米の実証研究の場においては起業について

の分析が数多く見られるようになった。それらの

研究は，大別すると起業における制約要因の分析

といった起業に至る以前の問題の分析１と，起業

した後の当該企業のパフォーマンスの決定要因―

企業の存続，成長と企業や創業者の属性との関係

―の分析２に分かれる。

本論は後者の範疇に属し，起業後，間もない企

業のパフォーマンスと起業家の属性の関係を調べ

るものである。すなわち，性別，年齢，学歴とい

った起業家個人の属性，スピンアウト型，子会社

型，フランチャイズ型といった起業のタイプ，さ

らには起業家がどのような動機・目的で起業した

かという起業動機と起業後のパフォーマンスの関

係を探るものである。

起業後，間もない企業のパフォーマンスの決定

要因は，次の点で経済学的に興味深い研究課題で

ある。

第一に起業後，間もない企業の場合，情報，信

用の不足等から経営資源を外部から容易に市場価

格で調達することが出来るという前提は成り立た

ない。第二に創業者の経営意思決定全般に占める

役割が大きいことから，創業者の効用，期待形成

が企業のパフォーマンスを左右する傾向が既存の

企業に比べ強くなる。このように起業当初の企業

のパフォーマンスは企業の経営者としての志向を

除外した単純な利潤最大化問題として解くことの

みからは明らかではなく，資源制約，創業者属性

等によって左右される。

先述したように欧米ではこの分野の研究の蓄積

は相当に存在する。それらの研究と比較した場合

の本論の特徴は以下の点にある。すなわち，多く

の欧米の研究が起業家本人の属性と企業成長率と

の関係が分析の中心であったのに対して，本論で

は起業のタイプといった起業属性に加え，起業動

機をも説明変数に追加することである。これらに

よって起業後のパフォーマンスが起業家本人の属

性のみならず起業家が置かれた周辺状況や起業家

の意思といった様々な要件に依存することを示

す。

本論の構成は以下のとおりである。次節では，

本論に関係する先行研究を紹介し，さらに第３節

では本論で使用するデータセットの紹介及び，モ

デルと仮説の提示を行う。第４節は仮説について

の実証結果を紹介する。第５節は結論及び今後の

課題である。
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2. 先行研究

本論に入る前に本論に関係の深い分野における

先行研究について概観を行う。先述したように欧

米においてはこの種の研究は非常に活発に行われ

ている。さらにStory（１９９４）等の簡便なサーベイ

も存在する。従って本稿では海外の文献について

は，本稿で引用し，かつ，本文野の代表的論文で

あるBates（１９９０）を紹介するにとどめ，日本のこ

の分野の最近の研究を紹介しよう。

Bate（１９９０）は，起業家の起業後の成功の要件

について米国の２５，０００企業のデータ（Character-

istics of Business Owners）をもとに１９７６年から

１９８２年に開業した企業の起業家属性と開業時の企

業属性をもとにそれらの企業の１９８６年における生

存率に影響する要因を分析している。Bates

（１９９０）によると開業後の生存に影響を与える変

数は，起業家の教育，年齢であり，教育について

は単科大学卒以上では生存率が大きく高まるほ

か，年齢は４５～５４才までは生存率を高める効果が

あるが，それ以降では負の相関があるということ

であった。Bates（１９９０）は家族の自営業経験も説

明変数に加えていたが，こちらは生存率と有意な

関係は無かった。

このような起業の特性とその後のパフォーマン

スの関係についての日本のケースの分析について

は次のようなものがある。

まず，Harada（２００１）は，起業家の成功と失敗

を収益が黒字であるか否か，販売額が起業前の予

想を超えているか否か，起業家の所得が起業前を

超えているか否かの３点で捉え，これらを起業家

の属性等で説明するプロビット分析を行った。そ

の結果，起業時規模が大きく，関連した仕事の経

験があるほど，起業が成功する傾向がある一方，

起業家の年齢が高い場合や女性起業家の場合，成

功確率が低くなることが分かった。Harada

（２００１）は，大卒以上の学歴も説明変数に加えて

いるが，所得に有意にマイナスの効果がある他，

収益，販売額には有意な効果はなかった。

次に，Honjo（２００３）は民間調査機関である�東

京商工リサーチのデータをもとに創業後間もない

企業の売上高成長率と企業特性，起業家属性や産

業，地理的特性との関係をサンプルセレクション

・モデルにより分析した。その結果，若い起業家

（３０歳代）や大卒以上の起業家が営む企業ほど起

業後，高い成長を示すという結果が得られた。ま

た，東京に立地する企業が他の条件を制御した上

でも高い成長率を示していた。

松繁（２００２）は独自に実施したアンケート調査

を元に，開業後の売上高成長率の決定要因を分析

した。その結果は，過去４年間に遺産を相続した

場合や開業資金規模が大きい場合，高い成長率を

示すのに対して，起業家の過去の仕事経験や学歴

変数が与える影響は明確ではなかった。

最後に中小企業庁（２００２）は，起業家の成功を

収益性（黒字化，赤字化）で捉え，起業家の属性

を回帰している。ここから明らかになったのは，

若く，関連事業経験が長く，開業資金規模が大き

い事業者ほど，黒字傾向にあった。学歴は開業し

た業種や開業資金規模を制御しない場合，有意に

正の影響を与えたが，これらを制御した場合，有

意な影響はなくなり，学歴の影響は開業業種，資

金調達の容易性に直接影響を与えることがうかが

われた。

以上，日本における先行研究を紹介した。ここ

から共通していえることは，起業年齢は若い方が

成功する傾向があるということである。性別や学

歴，関連した仕事の経験については計測結果が分

かれるが何らかの影響を与えそうである。また，

資金状況も起業後のパフォーマンスに影響を与え

る可能性がある。

本稿はこうした以前の研究に対して以下の特徴

を有する。第一は，先述のとおり，開業動機にか

かる情報を説明変数として追加していることであ

る。第二は，多くの先行研究が起業後のパフォー

マンスに影響を与えるものとして断片的に追加し

てきた起業家属性，企業属性に係る説明変数を出

来るだけ多く，包括的に独自のデータ・セットを

元に追加していることである。

次に，そのデータセットを紹介し，計測に用い

るモデルを説明に移ることとしよう。
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3. データ・セットとモデル

本稿で使用するデータは経済産業省中小企業庁

が２００１年１２月に実施した「創業環境に関する実態

調査」（以下，「創業実態調査」という。）である。

同調査は，起業家の属性とその後のパフォーマン

ス等について民間調査機関の株式会社東京商工リ

サーチのデータベースをもとに作成した１９８９年か

ら２００２年に起業した企業を母集団として，無作為

抽出により発送数１５，０００企業の調査したものであ

り３，回収率は３３．７％（５，０５５企業）であった。調査

項目は起業経緯，起業後の状況と事業の特徴，起

業家属性，起業家の事業経営経験や就業経験等多

岐にわたっている。

なお，同調査は「統計報告調整法」に基づいて

実施される統計であり，個票の利用には実施省庁

（本件の場合には中小企業庁）の承認が必要であ

る。本稿は，中小企業庁に承認申請を行い，この

承認を得て，個票を使用し分析を行った。分析の

対象となる企業数は，全回答企業数５，０５５企業か

ら質問表中の使用項目についての未回答，異常値

を除いた３，５２５企業である。

次に本論の実証モデルを示すこととする。本稿

での実証の対象となる基本モデルは以下のとおり

である。

まず，起業後のパフォーマンスを示す被説明変

数としては各企業の従業員数の起業後の年平均成

長率（Gi）を用いる。「創業実態調査」では起業時

及び調査時点（２００１年１０月）での従業員数（それ

ぞれE start,i及びE present,iについて質問している。

また，起業時期も年月ベースで質問しており，起

業時点を調査時点から差し引き，起業からの経過

月数（Mi）を算出することが出来る。そこで年平

均成長率（Gi）は以下のように定義することが出

来る。

Gi≡
ln E present,i－ln Estart,i

Mi／１２

起業後のパフォーマンスの指標としては，従業

員数成長率の他，採算性（赤字，黒字（Harada

（２００２）），売上高成長率，資産規模成長率がある

が，ここで従業員数成長率を用いることとするの

は以下の理由による。すなわち採算性は，経営者

がオーナーである企業の場合，経理操作で変動す

る可能性があること，売上高成長率は物価変動の

影響を被るのに対して，従業員数成長率は人ベー

スで成長率をパフォーマンスの指標とする多くの

先行研究と整合的であること，企業の重要な経営

資源として人を指標としてその成長率を尺度とす

ることは合理性があることからである。

本論では，Giについて��起業時企業規模，現在

の企業年齢（企業の操業年数）を制御しつつ，��
起業家本人の属性に係る説明変数群，��起業動機

に係る説明変数群で多重回帰する。

それでは��～��に採用されうる変数としてはど

のようなものがあるであろうか。以下，この点に

ついて述べることとしよう。

�� 起業時企業規模，企業の操業年数

説明変数としてまず考えられるのは起業時の企

業規模，企業の操業年数（企業年齢）である。企

業成長率と企業規模の関係については比例効果法

則の検証という形で１９６０年代から多くの分析がな

されている４。これらの分析から得られた「定式化

された事実」は企業規模が大きいほど，成長率は

低くなるということであった。起業間もない企業

においてもこの点については当てはまる。すなわ

ち，中小企業庁（２００２）によると５，開業後１年の

事業所の従業者数ベースの成長率は開業当初の事

業所規模と負の相関をもつことを示している。

また，企業の創業後の平均成長率と企業年齢の

関係についても１９８０年代後半から分析が加えられ

始め６，現在では企業成長率が企業年齢と負の相

関を有するという「定式化された事実」が成り立

ちつつある。そうであるならば創業年の旧い，つ

まり操業年数の長い企業ほど，他の条件が等しい

場合であっても年平均成長率が低くなっているは

ずである。

そこで本論でも従業員数で捉えた企業規模及び

企業の操業年数を説明変数として用いることとす

る。

なお，先行研究に倣い起業規模については自然
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対数表示を用いることとする。他方，操業年数に

ついては，最大が１３年でありかつ，後述第２表�
でみるように分布に歪みが大きくないことから先

行研究と異なり対数表示は用いないこととする。

�� 起業家本人の属性に係る説明変数

開業当初の企業のパフォーマンスは起業家の属

性に左右されることが大であることは，明らかで

ある。起業家の属性としては，次のものがあげら

れる７。

�起業家の年齢
起業家の年齢が開業後の成功に対して与える影

響については２つの仮説が提示されうる。

第一は若い起業家がより成功する傾向があると

いうものである。何故ならば，若い起業家は事業

成功に必要な気力を持ち，長時間労働を履行で

き，より成功する傾向がある一方，年をとった起

業家はハードワークをこなす肉体的エネルギーに

欠けがちであるのみならず，事業から生活の糧を

得る期間は若い人より短いことから，若い起業家

よりはるかにつつましい目的を持つであるだろう

からである。

第二の説は，若い起業家はより多くのエネルギ

ーを持っているかもしれないが，事業経験と信用

を欠き，年をとっている起業家よりも金融制約の

もとに置かれがちであるというものである。こう

した理由から年をとった起業家の方が企業を成長

させる傾向にあるわけである。

実証面から見るとこれらの説のいずれが当ては

まるか，軍配は上がっていない。第一の説につい

ては英国のDunkelberg=Cooper（１９８２），Kalle-

berg=Leicht（１９９１）の実証結果がこの説を支持

した。日本については開業後の収支状況と起業家

の属性の関係を分析したHonjo（２００３）が，成長性

でみた場合，若い起業家（３０歳代）が良好なパフ

ォーマンスを示すとしている。また，Harada

（２００２），中小企業庁（２００２）も事業の採算性でみ

ると若い起業家ほどパフォーマンスが良いと指摘

している。

他方，企業の存続率を被説明変数とした場合，

米国でBates（１９９０）が，４０歳以上の起業家の場

合，存続率でみたパフォーマンスがそれより若い

層より低下することを示した。

いずれにせよ，起業家の起業時の年齢は起業後

のパフォーマンスに影響を与えることは間違いの

ないことである。そこで本論では，起業家の起業

時の年齢を説明変数に加えている。

�性別
起業における男女を巡る状況は異なっている。

女性の場合，企業を急成長させるために必要であ

るかもしれない長時間労働を妨げる育児や家事の

拘束や真剣に事業を行う際の金融制度に伴う信用

の欠如等の男性にはないハンディがある。

実証面では女性の起業が男性の場合とは異なる

ことは多くの文献で紹介されている。内外研究で

しばしば指摘されることは，女性起業家の場合，

�開業業種が卸・小売業，飲食業，サービス業へ

偏っていること，�拡大志向の少なさ，�起業規

模の小ささである８。他方，開業後のパフォーマン

スについては内外でも見解が分かれている。欧米

のデータからStorey（１９９４）が起業のパフォーマ

ンスに性差は無いとしている。日本でも中小企業

庁（２００２）が，収支で測ったパフォーマンスの性

差はみられないとしている。

このように性別の影響は，業種等の要因を制御

した場合においても無いといえるのであろうか。

そこで本論では，起業家が女性の場合に１，そ

の他の場合に０の値をとる「女性起業家ダミー」

を変数に入れることで性差による起業のパフォー

マンスを見ることとする。

�学歴
教育についても起業のパフォーマンスとの関係

では２つの見方が可能である。

第一はより高い教育を受けるということはより

高度の人的資源の蓄積を意味するとの見方であ

る。この見方では高度の教育を受けた者はより良

好なパフォーマンスを示すこととなる。

これに対して起業という行為は知的な活動と関

係ないという見方もある。新規に事業を起こすた

めに必要なのは定式化・体系化された知識ではな
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く，現実情勢の変化への柔軟な対応力，大胆な実

行力や組織や人を動かすリーダーシップであると

すると，教育の蓄積が如何になされようとも，そ

れが起業家の行為とはさほど関係がないはずであ

るというものである。

欧米の実証研究によると教育が起業に対して与

える影響については前者の説が支持されそうであ

り，Storey（１９９４）のサーベイがこの説を支持し

ている。他方，日本では学歴と起業のパフォーマ

ンスの関係については実証結果では未だ明確では

ない。例えば，Honjo（２００１）の実証結果がこれを

支持している。一方，中小企業庁（２００２）は，起業

時の採算性でパフォーマンスをみた場合，一見，

学歴は資金調達にプラスに作用するものの，起業

時の資金規模を制御してしまえば起業のパフォー

マンスに影響を与えなくなるとしている。（つま

り，「資金集め」には学歴は有効な力を発揮する

が，それ以上のものではないということであ

る。）

学歴について「創業実態調査」では，理系，文

系，大学卒，大学院卒等詳細に選択肢を分けて尋

ねている。そこで前述のような議論を踏まえ，本

論では学歴を大卒以上，以下に分けて，大卒以上

の場合は１を，それ以外の場合は０をとる「大卒

以上ダミー」を説明変数に用い，教育の蓄積が起

業後のパフォーマンスに与える影響を見ることと

する。

�両親の経歴
しばしば指摘されることに，起業家の両親の経

営者としての経験と起業のパフォーマンスには，

関係があるというものがある。起業家の両親が経

営者である場合，起業家は成長期に経営者として

の心構えや経営に必要な無形のノウハウを知らず

知らずのうちに会得することから，両親が経営者

ではない場合に比べ良好なパフォーマンスを得る

ことが出来るというものである。しかしながら，

この仮説については実証した例は少ない９（Storey

（１９９４））。

「創業実態調査」では創業者が育った環境にお

ける親の職業について質問している。このことか

ら本論では親が会社経営を行っている場合に１の

値を，その他の場合には０の値をとる「親事業者

ダミー」を説明変数に用いることにより，上記の

仮説が妥当するものであるかを検証することとする。

�関連した仕事の経験年数
起業家が現在，従事している事業に関連した仕

事を過去に行った経験があるか否か，あるとする

とどのくらいの期間行っていたかということと起

業後のパフォーマンスについても２つの対立する

仮説が立てられる。第一は関連した仕事の経験が

長くなることにより起業に必要な当該特有の知

識，ノウハウを身につけることが出来ることか

ら，起業後のパフォーマンスが良くなるというと

いう見方である。第二は関連した仕事の経験が長

くなると，業界の従来の慣習に慣れ親しんでしま

い起業にとって重要な新規性のあるプロジェクト

を打ち出すことが出来なくなることから，起業後

のパフォーマンスが悪化するというものである。

この点についても実証結果は錯綜している

が１０，日本では中小企業庁（２００２），Harada（２００２）

が関連業務経験と起業のパフォーマンスの間に正

の有意な関係を見いだしている。

「創業実態調査」においては起業家に現在の事

業と関連した仕事の経験があるか，ある場合につ

いては，その年数を質問している。本論では関連

業務経験年数を説明変数に用いることとし，上記

の仮説を検証する。

なお，本変数は関連した仕事の経験のない者に

ついては０の値をとる。

�前職の企業規模
前職が企業勤務である起業家について，前職の

企業規模と起業パフォーマンスの間の関係につい

てもしばしばいわれることに，「中小企業は中小

企業の学校」という言葉がある。これは中小企業

勤務の者の方が大企業勤務者や前職で企業勤務し

ていない者に比べ，経営者本人の行動を身近に見

る機会があることから起業を行いやすいというも

のである。この言葉が真実であるのであれば中小

企業に勤務していた者はそうではない者に比べ創
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業後のパフォーマンスが良いものと考えられる。

しかしながら，他方で中小企業に勤務している者

の場合，そうではない者に比べ概して収入の水準

が低く，労働時間も長いと勤務条件が良くないこ

とから起業家になる場合の「留保所得」が低いこ

とも考えられる。この場合には中小企業出身者の

方が安易な開業が多いこととなり，むしろパフォ

ーマンスは悪いという結果になることが考えられ

る１１。

「創業実態調査」においては創業者に対して起

業直前の職業について質問するとともに，前職が

会社経営者，会社役員，従業員あるいは家業の手

伝いである者に対しては以前の会社の従業員数で

見た規模を尋ねている。本論では起業家が前職で

「社長の顔が見える」といえる従業員数２０人未満

の小規模企業１２に従事していた場合に１，その他

の場合は０の値をとる「前職小規模企業ダミー」

を説明変数に用いることとし，上記の２つの仮説

を検証する。

�事業経営経験
事業経営経験の有無については起業パフォーマ

ンスとの関係ではプラスに働く可能性とマイナス

に働く可能性の双方がある。というのは，事業経

営経験のある者は企業経営のノウハウを蓄積して

いることが考えられる一方，過去の事業経験があ

るにもかかわらず，再度，事業を行うということ

は，過去の事業に何らかの限界があったと推定で

き，起業家自身に起業家としての能力が欠如して

いる可能性があるからである。

「創業実態調査」においては創業者に対して事

業経営の経験の有無について尋ねている。そこで

本論でも事業経営の経験がある場合を１，その他

の場合を０とする「事業経営経験ダミー」を説明

変数として用い，前述の二つの仮説を検証するこ

ととする。

�起業家の婚姻関係
起業家とその家族の関係を説明変数とし，起業

後のパフォーマンスとの関係の分析を行った研究

は筆者の知る限り，存在しない。しかしながら起

業という行為が起業家の人生にとって重大な決断

であるとすると，起業家を取り巻く最も身近な存

在としての家族との関係が起業後のパフォーマン

スに影響を与えることは十分に在りうることであ

る。こうした観点から本論では起業家と家族の関

係に係る説明変数を用いることとする。つまり，

起業時の「有配偶者ダミー」（配偶者有り＝１，そ

れ以外＝０）を用いることとする。この変数が起

業のパフォーマンスに与える影響は事前には明ら

かではなく，実証によることとなる。

�スピンアウト型起業ダミー
起業の形態には様々なものがある。「創業実態

調査」ではこれらを�「既存企業を退職し，その

企業とは関係を持たないで創業した」という「ス

ピンアウト型起業」，�「既存企業は退職したが

その企業との関係を保ちつつ独立して創業した」

という「のれん分け型起業」，�「既存の企業の指

揮系統下で分社または関連会社として創業した」

という「分社型起業」，�「他社での勤務経験が無

く，独自に創業した」という「独自型起業」，�
「フランチャイズ形態で創業した」という「フラン

チャイズ型起業」に分けて質問している。

これらのうち，「スピンアウト型起業」は何らか

の後ろ盾を背景とした他の形態の開業に比べ資金

面や販路面の制約も強いことから，パフォーマン

スが悪いと考えられる一方，既存の勤務を犠牲と

して起業するという意味での機会費用も大きいこ

とから，それに見合う成長が事前に見込まれる場

合に行われるであろうとも考えられる。本論では

この「スピンアウト型起業」については１，それ

以外を０とする「スピンアウト型起業ダミー」を

説明変数に加えることとする。想定される符号は

事前には不明である。

�起業前の離職の形態
起業直前に勤務をしていた者について，前職の

離職の形態としては，�定年や雇用契約の終了，

�会社の倒産等，解雇や人員整理，	独立や結婚

等を理由とする自己都合がある。このうち，会社

の倒産等，解雇の後，起業する場合は，その他の

企業家研究〈第１号〉84



第１表 起業動機・目的

１．仕事を通じて自己実現を目指したい（自己実現）
２．より高い所得を得たい（高所得期待）
３．自分の裁量で自由に仕事をしたい（自己裁量権）
４．社会に貢献したい（社会貢献）
５．以前の勤務先の将来の見通しが暗い（前職将来悲観）
６．以前の勤め先の賃金面での不満（前職賃金不満）
７．専門的な技術・知識などを活かしたい

（専門知識等活用）
８．不動産など資産を有効活用したい（資産活用）
９．親や親戚等の事業経営の経験からの影響（他者影響）
１０．アイデアを事業化したい（アイデア事業化）
１１．年齢に関係なく働きたい（生涯勤労）
１２．ほかに就職先がない（就職なし）
１３．経営者として社会的評価を得たい（社会的評価）
１４．時間的・精神的ゆとりを得たい（ゆとり志向）
１５．その他

場合と比べ一般的に起業までの準備期間が十分に

とれない可能性が高く，パフォーマンスの不良が

予測される。また，定年や雇用契約の終了による

起業も自己都合で退社し起業に至る場合に比べれ

ば，消極的な選択として起業が選ばれたと考えら

れることから，自己都合退職後の起業よりもパフ

ォーマンスが悪くなると考えられる。

「創業実態調査」においては，起業のきっかけと

して�～�を選択させている。従って，本論では

起業後のパフォーマンスの説明変数として�定年

や雇用契約の終了をきっかけとする場合に１，そ

の他を０とする「定年等ダミー」，�会社の倒産

等，解雇や人員整理をきっかけとする場合に１，

その他を０とする「リストラダミー」を説明変数

に用いることとする。予測される係数の符号は

「定年等ダミー」，「リストラダミー」ともに負で

ある。

�起業資金の調達方法
起業資金の調達方法の違いが起業後のパフォー

マンスに影響を与えることはしばしば指摘され

る。すなわち外部からの資金調達の場合は企業の

外部からのモニタリングの強化につながり良好な

パフォーマンスをもたらすと考えられる。また，

外部資金の調達にはしっかりした経営計画が必要

であることを考えると，外部資金を調達している

起業は既に良好なパフォーマンスを上げるだけの

計画を持っているということも出来る。

「創業実態調査」においては開業費用と資金調

達先について質問している（複数回答）。本論で

はこの中で，「自己資金」を開業費用に用いたと回

答した場合を１，その他の場合を０とする「自己

資金ダミー」，「親・兄弟・親戚等からの借入・出

資」，「友人等からの借入・出資」，「親企業・元の

勤務先からの出資・借入」といった「顔の見える

ネットワーク」からの資金を開業費用に用いたと

回答した場合を１，その他の場合を０とする「私

的金融ダミー」，「事業に賛同してくれた個人・法

人からの出資」，「取引先からの出資」，「民間金融

機関からの借入」，「ベンチャーキャピタル・ベン

チャー財団からの出資・借入」を開業費用に用い

たと回答した場合を１，その他を０とする「外部

金融ダミー」，「地方公共団体の融資」，「政府系金

融機関からの借入」を開業費用に用いたと回答し

た場合を１，その他を０とする「公的金融ダミ

ー」の４つのダミー変数を説明変数として用いる

こととする。

先行研究から推測すると「外部金融ダミー」は

正の符号を有すると考えられる。前述のように外

部からの資金調達は企業のパフォーマンスに対す

る外部によるモニタリングの存在を示唆するから

である１３。「公的金融ダミー」に係る係数はマイナ

スと考えられる。公的金融を利用する起業はそう

ではない起業に比べ資金調達能力が乏しい可能性

があるからである。なお，「自己資金ダミー」，「私

的金融ダミー」に係る符号は不明である。

�� 起業動機

起業動機が起業後の企業の成長に対して影響を

与えることはしばしば，指摘される。例えばStorey

（１９９４）は，市場の好機の認識，金銭願望といった

ポジティブな動機によって起業する者は雇用者へ

の不満や失業のおそれといったネガティブな動機

によって起業する者に比べ成長すると論じてい

る１４。こうした起業動機と起業家の成功の関係に

ついて欧米では報告がみられるが，我が国におい

ては起業動機と起業のパフォーマンスについての

分析はほとんどない。
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第２表 基礎的データ（サンプル数＝３５２５）

� 業 種
製 造 業 建 設 業 卸 売 業 小 売 業 飲 食 業 サービス業 運輸通信業 不動産その他

６５５ ６９５ ４５０ ４３１ ４３ ６０２ １０１ ５４８

� 創業年
１９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１
３０ ２５ ２７１ ３０５ ２９９ ３５２ ３３６ ３５９ ３７０ ３８８ ４６９ ２９８ ２３

� 企業規模
創 業 時 現在（２００１年１０月）

平 均 ７．７２ １５．２５
中 央 値 ３ ６
最 頻 値 ２ ３
標 準 偏 差 ２２．５４ ８２．１５
尖 度 ２６１．８２ ２２２１．９１
歪 度 １３．６８ ４３．１２

� 創業目的・動機
自己実現 高所得期待 自己裁量権 社会貢献 前職将来悲観 前職賃金不満 専門知識等活用
１，５２０

（４３．１％）
７６７

（２１．７％）
１７０４

（４８．３％）
１，１１１

（３１．５％）
７３７

（２０．９％）
１８４

（５．２％）
１，２１１

（３４．４％）
資産活用 他者影響 アイデア事業化 生涯勤労 就職なし 社会的評価 ゆとり志向
１３１

（３．７％）
１４５

（４．１％）
７２２

（２０．５％）
６５０

（１８．４％）
１６９

（４．８％）
３６３

（１０．３％）
２５７

（７．８％）

� 創業者属性

女 性 大卒以上 有配偶者 親事業者
前職小規
模 企 業

定年離職
リストラ
離 職

事業経営
経 験

スピンアウ
ト 型 起 業

１０３
（２．９％）

１，７２０
（４８．７％）

３，１９２
（８８．７％）

１，４２３
（４０．４％）

１，３２７
（３７．６％）

２１２
（６．０％）

５４８
（１５．５％）

１，１７９
（３３．４％）

１，９１４
（５４．３％）

自己資金
利 用

私的金融
利 用

外部金融
利 用

公的金融
利 用

３０２２
（８５．７％）

１８２３
（５１．７％）

１４５８
（４３．９％）

６１８
（１７．５％）

本論で用いる「創業実態調査」においては起業

動機について第１表に示す１５の選択肢を提示して，

当てはまるものすべてを回答してもらう形で起業

動機について尋ねている。本論では，「その他」を

除く１４個それぞれの回答を当てはまるとした場合

に１，その他の場合に０をとるダミー変数を説明

変数に用い，起業動機と起業後のパフォーマンス

の関係について分析する。

なお，ここに上げられた各選択肢の回答につい

ては，多重共線性は認められないものの１５，ある

回答を選択した者が同時に他の回答を選択する傾

向があるという一定のパターンは存在する。そこ

で本論では主成分分析を用いて回答のパターンか

ら起業動機の成分を抽出し，どのような成分をよ

り反映する起業が成功をもたらすかを分析するこ

ととする。

�� 業種ダミーと起業年ダミー

起業後の成長が起業した業種によって左右され

ること明白である。本論では「創業実態調査」に

基づき，製造業，建設業，卸売業，小売業，飲食

店，サービス業，運輸・通信業の７業種のダミー

変数を用いる１６。

また，起業した年の景況等は起業後のパフォー

マンスに影響を与えるはずである。このことから

１２の起業年ダミーを説明変数に加える１７。

以上，４３変数について説明した。次節ではこれ

らの説明変数を��起業時企業規模，現在の企業年

齢―起業からの経過年数及び��起業家本人の属性

に係る説明変数群，��起業動機に係る説明変数群

というグループで逐次投入して起業の成長率を多

重回帰する。
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第３表 創業後の企業成長の決定要因

� � � � � � � �
起業時企業
規模

－０．０７４＊＊

（０．００７）
－０．０７１＊＊

（０．００７）
－０．０７０＊＊

（０．００７）
－０．０７７＊＊

（０．００７）
社会貢献
ダミー

０．０３９＊＊

（０．０１４）

企業操業年数
－０．０７８＊＊

（０．０２３）
－０．０７１＊＊

（０．０２３）
－０．０７３＊＊

（０．０２３）
－０．０７５＊＊

（０．０２３）
前職将来悲観
ダミー

０．０２２
（０．０１５）

女性起業家
ダミー

－０．０３５
（０．０３６）

－０．０２３
（０．０３６）

－０．０２９
（０．０３６）

－０．０３１
（０．０３６）

前職賃金不満
ダミー

－０．０２３
（０．０２８）

年 齢
－０．００２＊＊

（０．００１）
－０．００１＋

（０．００１）
－０．００２＋

（０．００１）
－０．００２＊

（０．００１）
専門知識等活
用ダミー

－０．００６
（０．０１３）

大卒以上
ダミー

０．００１
（０．０１３）

０．００３
（０．０１２）

－０．００１
（０．０１２）

－０．００５
（０．０１２）

資産活用
ダミー

－０．０５２
（０．０３２）

親事業者
ダミー

０．００９
（０．０１２）

０．００８
（０．０１３）

０．００８
（０．０１２）

０．００７
（０．０１３）

他者影響
ダミー

０．００６
（０．０３１）

関連仕事経験
年数

０．００１
（０．００１）

０．００１
（０．００１）

０．００１
（０．００１）

０．００１
（０．００１）

アイデア事業
化ダミー

０．０３９＊

（０．０１６）
前職小規模
企業ダミー

－０．０７０＊＊

（０．０１３）
－０．０７３＊＊

（０．０１３）
－０．０７３＊＊

（０．０１３）
－０．０６９＊＊

（０．０１３）
生涯勤労
ダミー

－０．０８５＊

（０．０１６）
事業経営経験
ダミー

０．０５２＊＊

（０．０１４）
０．０４８＊＊

（０．０１４）
０．０４６＊＊

（０．０１４）
０．０４５＊＊

（０．０１４）
就職なし
ダミー

－０．０５８＊

（０．０２８）
有配偶者
ダミー

０．０１５
（０．０２１）

０．００９
（０．０２１）

０．００７
（０．０２１）

０．０１１
（０．０２１）

社会的評価
ダミー

０．０２６
（０．０２０）

スピンアウト
型起業ダミー

０．０１５
（０．０１３）

０．０１６
（０．０１３）

ゆとり志向
ダミー

－０．０２８
（０．０２４）

定年等ダミー
－０．０３３
（０．０２７）

－０．０２５
（０．０２７）

積極的起業家
成分

０．００７
（０．００８）

０．００８
（０．００８）

リストラ
ダミー

－０．０５１＊＊

（０．０１７）
－０．０４５＊＊

（０．０１７）
非自発的起業
家成分

－０．０３８＊＊

（０．０１２）
－０．０３２＊

（０．０１２）
自己資金
ダミー

－０．０７８＊＊

（０．０１９）
－０．０７４＊＊

（０．０１９）
周囲影響起業
家成分

０．０３９＊

（０．０１７）
０．０３１＋

（０．０１８）
私的金融
ダミー

０．００８
（０．０１２）

０．００６
（０．０１２）

ライフスタイル
型起業家成分

－０．０８７＊＊

（０．０１８）
－０．０８４＊＊

（０．０１８）
外部金融
ダミー

０．０４４＊＊

（０．０１３）
０．０３８＊＊

（０．０１３）
資産活用起業
家成分

０．００５
（０．０２２）

－０．００３
（０．０２２）

公的金融
ダミー

－０．０３４＊

（０．０１６）
－０．０３３＊

（０．０１６）
定数

１．２６９＊＊

（０．２９９）
１．１１９＊＊

（０．２９８）
１．１４０＊＊

（０．２９８）
１．２０８＊＊

（０．０５５）
自己実現
ダミー

０．０２１＋

（０．０１３）
観察数 ３５２５ ３５２５ ３５２５ ３５２５

高所得期待
ダミー

－０．００７
（０．０１６）

Prob>F ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

自己裁量権
ダミー

－０．００８
（０．０１３）

調整済みＲ２ ０．１５８ ０．１６１ ０．１５９ ０．１６７

（注）１．（ ）内は標準誤差
２．＊＊１％，＊５％，＋１０％有意。
３．産業ダミー，起業年ダミーは省略した。

本節の最後にこれらの変数のうち，基礎的変数

の叙述統計を第２表に示す。

4. 計測結果

�� 起業後の成長率と起業時企業規模，企業操業

年数，起業家本人の属性の関係

最初に起業後の平均成長率（Gi）を起業時企業

規模，企業操業年数及び起業家本人の属性及び業

種ダミーで回帰した結果が，第３表第�列である。

ここから分かるように起業時企業規模が大きい

程，企業操業年数が長いほど，企業の年平均成長

率は有意に低下する。これは従来の研究成果と整

合的である。
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第４表 事業経営経験のある起業家の属性

事業経営経験あり� そ の 他� �と�の差の有意性
女 性 起 業 家 ３．０％ ２．９％
年 齢 ４８．９歳 ４４．１歳 ＊＊

大 卒 以 上 ４９．４％ ４８．５％
親 自 営 業 者 ５１．３％ ３４．９％ ＊＊

関 連 仕 事 経 験 年 数 １５．６年 １４．６年 ＊＊

前 職 小 規 模 企 業 ４４．２％ ３４．４％ ＊＊

有 配 偶 者 ９３．１％ ８９．３％ ＊＊

ス ピ ン ア ウ ト 型 ４０．９％ ６１．０％ ＊＊

定 年 等 ５．２％ ６．４％
リ ス ト ラ １３．４％ １６．６％
自 己 資 金 ８２．４％ ８７．４％ ＊

私 的 金 融 ５１．６％ ５１．８％
外 部 金 融 ４７．５％ ３８．３％ ＊＊

公 的 金 融 １８．１％ １７．３％
自 己 実 現 ３８．８％ ４５．３％ ＊＊

高 所 得 期 待 １７．６％ ２３．９％ ＊

自 己 裁 量 権 ３４．９％ ５５．１％ ＊＊

社 会 貢 献 ３３．７％ ３０．４％
前 職 将 来 悲 観 １５．０％ ２３．９％ ＊＊

前 職 賃 金 不 満 ２．７％ ６．５％
専 門 知 識 等 活 用 ３２．４％ ３５．３％
資 産 活 用 ６．０％ ２．５％
他 者 影 響 ４．２％ ４．０％
ア イ デ ア 事 業 化 ２４．０％ １８．７％ ＊

生 涯 勤 労 １６．６％ １９．４％
就 職 な し ３．６％ ５．４％
社 会 的 評 価 １１．４％ ９．７％
ゆ と り 志 向 ４．１％ ８．９％

（注）１．第３表注２．に同じ
２．太字は第３表�，�の推計で有意な影響を持つ変数

起業家本人の属性について，まず，女性起業家

ダミーの係数はマイナスであったが，有意ではな

かった。このことからは女性起業家のパフォーマ

ンスが悪いということは必ずしもいえない。

また起業時の起業家の年齢を見ると高齢者は有

意にマイナスであり，高齢での起業ほどパフォー

マンスは低下することを示している。この結果は

Bates（１９９０），Harada（２００２），中 小 企 業 庁

（２００２）と整合的であった。

学歴の影響をみると大卒以上の者が有意に高成

長を遂げているとはいえなかった。これは先行研

究でいうとHonjo（２００２），中小企業庁（２００２）と

合致する。

また，前職の企業規模が小さいほど，起業後の

成長率は有意に低くなっていた。中小企業に勤務

することは社長の業務を近い立場から見ることに

つながり，結果として起業に役に立つという「中

小企業は，中小企業の学校」という見方は，ここ

では検証されなかった１８。

また，前職小規模企業ダミーがプラスの係数を

持たなかったことは，中小企業での勤務経験とい

う起業に役立ちそうな経験が与えられたことがそ

のまま，起業に重要なノウハウを得ることにつな

がるものではないことを示しているといえる可能

性もある。経験を得ることとそれをどう体化する

かは別のことであり，経験をしてもそこから学ば

ないことは十分に考えられるのである。

但し、事業経営経験の有無については，それが

ある者ほど成長率は有意に高くなっていた。この

結果は予想できるものである。

なお，事業経営経験がある者のその他の属性を

見たのが第４表であり，ここからは事業経営経験

者は，スピンアウト型起業家ではなく，資金的に

も外部資金に頼れる傾向が強いことがわかる。つ
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第５表 自己資金の利用の有無と起業形態

自己資金利用 自己資金不利用
スピンアウト型起業 ５２．０％ １１．７％
の れ ん 分 け 型 起 業 １８．５％ ６．５％
分 社 型 起 業 １４．０％ ６１．８％
独 自 型 起 業 ６．８％ ２．７％
フランチャイズ型起業 １．６％ １．８％
そ の 他 ７．１％ １５．４％

１００％ １００％

まり事業継続の面と資金面で後ろ楯がある起業で

あり，過去の経営経験を活かしつつも，より良い

環境の中で再起業しているといえる。

次に，これまで説明した以外の有意ではなかっ

た変数としては親の経営者経験，関連業務経験年

数が上げられる。

このうち，親の経営者経験が有意な説明力を持

たなかったということは，親から子への経営に必

要なノウハウの日常生活を通じた承継という仮説

を棄却するものである。関連した仕事の経験年数

がパフォーマンスに与える影響はプラスである

が，有意水準にはるかに達していなかった。第２

節に示した２つの作用が混在している結果である

かもしれない。

そしてここでも経験が即，起業に必要なノウハ

ウの獲得ではないということが支持される。

さらに創業者と家族との関係が起業後のパフォ

ーマンスにもたらす影響について見ていくことと

しよう。まず，配偶者の有無を見ると配偶者の存

在する方がそうでない者に比べ成長率が高くなる

効果があるものの，その効果は有意ではなかった。

以上の点を総括すると起業家が起業する前に持

った経験，そのおかれた環境が起業後のパフォーマ

ンスに対して与える影響は限定的であるといえよう。

次に起業の形態と起業後のパフォーマンスはど

のような関係になっているであろうか。まず，起

業のタイプとその後の成功の関係についてみる

と，「スピンアウト型起業」の場合，開業後の成長

率は正相関だが有意ではなかった。先述のように

「スピンアウト型」の場合，後ろ盾がないことから

経営の安定化を目指した規模拡大のインセンティ

ブが強いものの，助力を得ることが難しい等の理

由があるのであろう。

開業資金の調達方法と起業後のパフォーマンス

の関係を見ると，自己資金ダミーは有意にマイナ

スの影響を持つ一方，「顔の見えるネットワー

ク」からの資金調達は，成長率にプラスの影響を

与えていたが，有意ではなかった。外部金融利用

は起業後の成長率に有意にプラスの影響を与えて

いた。また，公的金融機関の利用は成長率にマイ

ナスの影響を与えていた。

このうち自己資金ダミーがマイナスに作用する

のは，この変数が０をとる，つまり自己資金を全

く利用すること無く外部資金のみでの起業２０は，

子会社等何らかの形で外部からの資金供給を受入

れやすい形での起業であることと関係があると考

えられる。すなわち，サンプル中で自己資金を利

用した起業では「スピンアウト型起業」が６０％で

あったのに対して，自己資金を利用していない者

では１８％に過ぎなかった。また，原調査に遡り自

己資金を利用している者とそれ以外の者の創業形

態を見ると（第５表），自己資金を要しない起業の

多くが子会社形式で行われていることがわかる。

松繁（２００２）によると起業時の資金制約は起業後

の成長への制約となるが，子会社の場合，こうし

た資金面での制約は他の形態の起業と比べ資金面

の制約が少なくそのことがより良好なパフォーマ

ンスをもたらしているものとも考えられよう。

次に外部からの資金調達と起業後のパフォーマ

ンスの有意な正の関係は，外部からのモニタリン

グが存在する方が企業のパフォーマンスが改善す

るという仮説や外部からの資金調達が出来る企業

はそれだけ事業計画がしっかりしているとの見方

と整合的である。

公的金融機関の利用についてみると成長率に対

しては有意にマイナスの影響があった。このこと

には２つの解釈が成り立つ。一つは安易な公的金

融機関からの資金調達は起業家にモラルハザード

を引き起こし，起業家としての経営努力を怠る方

向に働くということ，第二は公的金融による資金

調達は，資金調達，ひいては起業家としての能力

の乏しい，いわば限界的「起業家」に資金提供を

しているというものである。両者のいずれがより

妥当するものであるかについては更なる実証を待
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たねばならないが，筆者としては後者の説の方が

妥当であるように思われる。というのは，起業が

人生にとって重要な試みであることにかんがみる

と，モラルハザードの安易な発生は考え難いから

である。

最後に前職の離職の形態により起業後のパフォ

ーマンスが異なるかについて見ていくこととしよ

う。前職の離職形態については先述のとおり，定

年等をきっかけとするもの，リストラをきっかけ

とするもの，それ以外が「創業実態調査」によっ

て判別できるが，これらの情報を用いた結果は，

リストラ型離職に係る起業では有意に成長率が低

いというものであった。前述したようにリストラ

型離職に伴う起業が十分な準備期間をもったもの

ではないということを考えると，こうした結果が

導かれることは納得がいく。

�� 起業後の成長率と起業動機の関係

ここまでは，起業時企業規模，企業操業年数，

起業家本人の属性と起業後の成長率の関係をみて

きた。次は，起業動機と起業後の成長率の関係に

ついてみていくこととしよう。第３表第�列は，

��の推計式から開業資金調達先，起業のきっかけ

に係る説明変数を除き，起業動機に係る変数を追

加したものである。第一列で説明変数として使用

されてきた説明変数についての符号，有意性は第

�列においても変化しないことから，ここでは起

業動機に叙述を絞ることとする。

まず，起業動機が「社会貢献」や「自己実現」

である場合，成長率は有意に高くなる一方，「年

齢の制約無く働きたい」や「他に選択肢無い」こ

とを動機に起業した者は，成長率が有意に低かっ

た。「アイデア事業化」を動機とする起業もパフォ

ーマンスは有意に高かった。

「高所得期待」や「前職賃金不満」といった金銭

的な動機はいずれもパフォーマンスに対して有意

な影響を持っていなかった。金銭的動機は，起業

家の自分の能力に対する自己評価と実際に得てい

る所得の関係で決まるものであり，客観的な起業

家としての能力や意欲を測るものではないことか

らこうした結果が導かれたのかもしれない。

これらの結果は全般的には先行研究の示すとこ

ろと類似している。しかしながら，さらに，考え

なければならないことは，起業家の起業動機は第

１表に示したもののうち，単一のものではなく，

「創業実態調査」も創業動機について複数回答方

式をとっているということである。この場合，あ

る回答を選択した者が同時に他の回答を選択する

傾向があるという起業家の特定の回答パターンが

あるはずである。こうしたことから本論では起業

動機の回答について主成分分析を行うことによ

り，創業者パターンを５分類した２１。そして抽出

される主成分は次のとおりである（第６表）。

第一主成分は，「自己実現」，「高所得」，「自己

裁量」，「社会貢献」，「専門的知識等活用」，「アイ

デア事業化」，「社会的評価希求」のいずれも５つ

の主成分中，最も高い因子負荷量を示している。

他方，「資産の有効活用」といった項目には最も低

い因子負荷量をつけている。起業により自己実

現，裁量権，高所得といった人生の成功を希求す

る点で我々が，通常，思い描く起業家像の典型を

示すものといえ，第一主成分は「積極的起業家」

像を代表しているといえよう。

これに対して第二主成分は，「前職の将来見通

し難」，「賃金不満」，「他の選択肢なし」が高い値

を示す半面，「自己実現」，「社会貢献」，「資産有

効活用」，「アイデア事業化」といった前向き項目

が低い因子負荷量を示している。つまり，前職に

ついての否定的見方が強く，かつ積極的に起業し

ようという動機がなかったという点が特徴的であ

り，その意味で第二主成分は「非自発的起業家」

像を示しているといえよう。

第三主成分は，「親族等周囲の影響」が極めて高

く，「高所得」，「社会的評価希求」も高い反面，

「専門性」，「年齢に関係無く働ける」，「他に選択

肢なし」，「ゆとり志向」が極めて低い因子負荷量

を示している。その意味で第三主成分は身近にい

た起業家のなかに尊敬するべき対象を見出し，そ

の者に自分を近づけたいという動機を表すものと

言えそうであり，いわば「周辺環境影響型起業

家」像を表すものといえよう。

第四主成分は，「高所得」，「前職の将来見通し
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難」，「賃金不満」が極めて低い一方，「年齢に関係

無く働ける」，「ゆとり志向」が極めて高い係数値

を示している。いわば，前職の処遇には不満はな

いが，それ以上に自らのくらしのゆとりを重視

し，質を高めたいとするパターンと見られ，この

ことから第四主成分は自らの生活の時間的，質的

豊かさへの志向を示す，「ライフスタイル型起業

家」像を示す指標といえよう。

第五主成分では，「資産の有効活用」の係数が高

い一方，「自由裁量」，「親族の影響」，「社会的評

価」は低いポイントとなっている。第五主成分は

「資産有効活用型起業家」像を示している。

本論では起業動機に係る回答から抽出されたこ

うした５つの成分に基づき各起業家について主成

分得点を算出し，これらを説明変数に用いた起業

のパフォーマンスの回帰分析を行った。

結果は第３表第�列に示したとおりである。す

なわち，「積極的起業家」像を示す第一主成分に係

る主成分得点は創業後の成長率にプラスの影響が

あるものの，統計的には有意なものではなかっ

た。「非自発的起業家」像を代表する第二主成分に

係る主成分得点には，有意にマイナスの影響がみ

られた。「周辺環境影響型起業家」像を示す第三主

成分に係る主成分得点は創業パフォーマンスに対

して有意にプラスの効果があった。「生活重視型

起業家」像を表す第四主成分に係る主成分得点は

創業後の成長率に有意にマイナスの影響を及ぼし

ていた。最後に，「資産有効活用型起業家」像を示

す第五主成分には成長率に対する有意な影響はな

かった。

これらの結果のうち，「非自発的起業家」や「生

活重視型起業家」に係る主成分得点が成長率に対

してマイナスの影響を与えるということは合理的

である。それに対して少し意外なのは「積極的起

業家」像を示す第一主成分に係る主成分得点が起

業後の成長に対して統計的に有意ではなく，「周辺

環境影響型起業家」像を示す第三主成分が有意に

プラスであるということである。

そこで第一主成分を精査すると，確かに「自己

実現」，「社会貢献」，「アイデア事業化」といった

個別の回帰分析では有意な起業動機の因子負荷量

が大きいものの，他方で個別動機毎の分析では起

業後のパフォーマンスに対して大きなマイナスの

影響を与える「生涯勤労」という動機にも大きな

因子負荷量が課されていることがわかる。別の表

現をすると，「積極的起業家」像が映し出す起業家

は「自己実現」，「社会貢献」等多くの積極的動機

に突き動かされて起業するが，他方，自ら起こし

た事業を生涯，続けたいと思う結果，急速な成長

を望まない一面を有するということになるであろう。

他方，第三主成分をとおした各起業動機の影響

を見るとこれと対照的な姿が見てとれる。まず，

「自己実現」，「社会貢献」，「アイデア事業化」と

いった第３表�列の個別動機毎の回帰分析では有

第６表 起業動機にかかる主成分分析

成 分
第１主成分 第２主成分 第３主成分 第４主成分 第５主成分

自 己 実 現 ０．６０２ －０．１８１ ０．０８２ －０．１３１ －０．１０７
高 所 得 期 待 ０．５１１ ０．２６７ ０．３５０ －０．０６２ ０．０５０
自 己 裁 量 権 ０．４５８ ０．２９８ －０．１００ ０．１４０ －０．２２９
社 会 貢 献 ０．４７１ －０．５０９ －０．０５３ －０．１３１ ０．１１４
前 職 将 来 悲 観 ０．０７５ ０．５９５ －０．１０７ －０．３１３ ０．２４５
前 職 賃 金 不 満 ０．２３７ ０．５５１ ０．１７０ －０．３５５ ０．２７２
専門知識等活用 ０．２９４ －０．１５２ －０．４０３ －０．１９５ －０．１２１
資 産 活 用 －０．１４１ －０．１１９ ０．３０３ ０．４０３ ０．６２４
他 者 影 響 －０．０１５ －０．０１５ ０．５８３ ０．２２０ －０．４２４
アイデア事業化 ０．３５５ －０．４１４ －０．０８８ －０．１５３ ０．３１７
生 涯 勤 労 ０．４００ ０．０９５ －０．３５７ ０．５００ －０．０２４
就 職 な し －０．１８２ ０．２４２ －０．３００ ０．０７０ －０．２６５
社 会 的 評 価 ０．４５６ －０．０２７ ０．３３２ ０．０３６ －０．１４５
ゆ と り 志 向 ０．３２８ ０．２８５ －０．１５９ ０．５６０ ０．１９５
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意にプラスの起業動機の因子負荷量がここでは小

さくなっており，第三主成分を通したそれらの動

機の起業後のパフォーマンスへの影響は小さいこ

とがわかる。その一方，個別動機毎の分析では起

業後のパフォーマンスに対して大きなマイナスの

影響を与える「生涯勤労」動機の因子負荷量は大

幅なマイナスとなっており（つまり「生涯勤労」

を選ばない傾向が強くなっており），このことが

第三主成分の主成分得点を通じて起業後の成長に

対してプラスの影響を与えている。その点では第

三主成分が示す起業家像は，「守勢」をライフワー

クとしていないのである。

こうした第一主成分，第三主成分における「生

涯勤労」の影響の違いが一方で成長率に対して有

意な影響力無しという結果を導き，他方で成長率

に対する有意な正の影響という結果を導いている

と考えられるのである。

「積極的起業家」像を示す第一主成分について

みると，「年齢に関係なく働きたい」という回答の

因子負荷量が大きいのは，同主成分がサンプル全

体における起業動機の選択結果のパターンをもっ

とも表現するいわば「多数派」を表現しているもの

であり２２，現実には多くの起業家が「自己実現」や

「自己裁量」といった積極的動機のみならず，「年

齢に関係なく働きたい」という堅実な目標を有し

ていることを反映しているからであろう２３。それ

では，「周辺環境影響型起業家」像を写す第三主成

分において「年齢に関係なく働きたい」という者

が少ないのは何故であろうか。この疑問について

考察するため，次に第三主成分の特徴である起業

動機の「他者影響」（第三主成分の主成分得点が高

い）を選択した者が如何なる背景を負って起業し

ているかをみてみよう（第７表）。

同表は「他者影響」を選択した者と選択しなか

った者において動機以外の起業家属性がどのよう

に異なるかを見たものである。これにより明らか

なように「他者影響」を選択した者はそうでない

者に比べると，�親が自営業者であり，�小規模

企業出身者だが，�「スピンアウト型起業」では

無い者ということになる。こうした特徴のうち�
と�は「生涯勤労」の必要性を減じさせるもので

ある可能性がある。

というのは，親が自営業者であるということ

は，起業に失敗した親の事業を承継する，あるい

は親の仕事を手伝うといった選択肢が考えられる

ことになるからである。また，「スピンアウト型

起業」ではないということは，頼るべき，または

戻る先があるということであり，このことも起業

して「生涯勤労」する必要性を減じさせるもので

ある。

以上の分析から明らかなことは起業後のパフォ

ーマンスに対して起業者の属性のみならず起業の

第７表 「他者影響」を選択した者の特性

「他者影響」を選択した者� その他� �と�の差の有意性
女 性 起 業 家 ２．１％ ３．０％
年 齢 ３９．４歳 ４６．０歳 ＊＊

大 卒 以 上 ４５．５％ ４８．９％
親 自 営 業 者 ８１．４％ ３８．６％ ＊＊

関 連 仕 事 経 験 年 数 １２．０年 １５．１年
前 職 小 規 模 企 業 ５５．２％ ３６．９％ ＊＊

事 業 経 営 経 験 ６５．５％ ６６．６％
有 配 偶 者 ８４．１％ ９０．８％ ＊＊

ス ピ ン ア ウ ト 型 ４２．１％ ５４．８％ ＊＊

定 年 等 １．４％ ６．２％ ＊＊

リ ス ト ラ １７．２％ １５．５％
自 己 資 金 ８４．１％ ８５．８％
私 的 金 融 ５９．３％ ５１．４％ ＊

外 部 金 融 ４２．１％ ４１．３％
公 的 金 融 ２０．０％ １７．４％

（注）１．第３表注２．に同じ
２．太字は第３表�，�の推計で有意な影響を持つ変数
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動機が一定の影響を与えていること，さらには過

去の教育，勤務経験等の起業家の属性に比べて大

きな影響を与えていることである。従来，海外の

研究においても筆者の知る限り，積極的あるいは

消極的な起業動機と起業後のパフォーマンスにつ

いては分析がなされてきたが，ここまで見てきた

ように起業動機とその後のパフォーマンスの関係

にはより複雑なものがあると考えられる。

以上の結果をまとめ第３表�列では，いままで

に用いた全ての説明変数を用いて起業のパフォー

マンスについての重回帰分析を行った。ここでも

全ての説明変数について係数の有意性，符号は変

わらない。印象的なのは起業の成功を左右するも

のは本分析で見る限り，起業家本人のこれまでの

人生上の環境や経験というより，起業の動機，起

業の形態，そして外部資金調達のあり方であると

いうことである。その意味で創業の成功を左右す

るものは創業準備時においてはもはや変えること

のできない起業家のこれまでの人生から得られた

蓄積というよりむしろ，創業の決意を抱いた時点

での動機やその後の創業方法であるといえる。

最後に注意するべきことはこうした多くの変数

を入れた場合でも，起業後のパフォーマンスの１

割程度しか説明出来ないということである。この

結果は，本論において使ったデータや分析の不完

全性を示すものでは必ずしもない。欧米における

他の分析においても起業後の成長を包括的に説明

するモデルは提起されていない（Storey（１９９４））。

欧米においても，また，日本においても起業後の

パフォーマンスの決定要因について包括的に明ら

かに出来ないということは，どのような起業が成

功するということを前以て，予想することが出来

ないということをしめしており，このことは特定

の属性を持つ起業を「有望起業」と認定し，これ

を集中的に支援を行うことの限界を示していると

いえる。

5. まとめ

以上，本稿では起業の成功要因について起業後

の成長率の決定要因をみることにより探ってき

た。ここから得られた結果は，起業家の属性とし

ては年齢が有意にマイナスの影響を持つものの，

性別，教育，婚姻，親の職業，関連した仕事の経

験といった起業に先立って決定されている要因は

起業の成功に対して影響があるとはいえなかっ

た。起業に先立って決定されている要因のうち，

説明力があったのは前職の小規模性と事業経験で

あり，前者は成功に対してマイナスの，後者はプ

ラスの影響を有していた。

このような起業家になる以前に既に所与であっ

た要因よりも創業のパフォーマンスに影響があっ

たのは前職の離職形態，創業時の資金調達，起業

動機であった。前職の離職形態ではリストラ型が

パフォーマンスが悪く，起業には心理的，物的準

備期間が必要であることを物語っている。起業時

の資金調達では外部資金の導入が良好なパフォー

マンスに関係していた。公的金融の利用はこれと

は逆の関係を示していた。

起業動機については，「自己実現」や「社会貢

献」である場合，成長率は有意に高くなる一方，

「年齢の制約無く働きたい」，「他に選択肢無く」

起業した者は成長率が有意に低くなるというもの

であった。「アイデア活用」を動機とする起業もパ

フォーマンスが有意に高かった。

また，起業動機から抽出される起業家のパター

ンと起業後のパフォーマンスの関係をみると，

「非自発的起業家」や「ライフスタイル型起業

家」が起業後パフォーマンスへの有意に負の影響

を有しているのに対して，「周辺環境影響型起業

家」には創業後パフォーマンスに対して有意にプ

ラスの効果があった。やや意外であるが「積極的

起業家」であることは起業後のパフォーマンスに

対して有意な関係を有しなかった。

このように履歴や経験よりも動機が起業の成功

を左右する可能性があるのである。

本論から政策的に導かれることは，起業促進政

策については選択的ではあるべきではないという

ことである。本論の分析においては起業後のパフ

ォーマンスを説明するために従来の研究よりも多

くの説明変数が用いられている。しかしながら起

業後のパフォーマンスの１割弱を説明できるに過
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ぎないのである。ということは起業後の成長に関

わる様様な要因は特定できるものの，「こうした

属性さえ備えていれば起業は成功する」という意

味での起業の成功の十分条件的要件は存在しな

い，あるいは，現在のところ，発見出来ないとい

うことなのかもしれない。であるとすれば政策的

に有望な起業を予め想定し，これに集中的に政策

資源を投入する方式は適当ではないということに

なる。そうであるならば創業・中小企業政策の対

象の定め方には以下のような政策哲学が考えられ

る。つまり，創業については選択的絞込みを行わ

ず，金融面等から幅広い候補者を支援する，そし

てその中で企業間競争に勝ち抜き生き残りつつあ

る者について政策資源を集中的に投入するという

ものである。１９８０年代のサッチャー政権成立以

来，中小企業政策に力を入れてきた英国がBusi-

ness Start-up Schemeにより創業者に最低限の技

能を習得させると共に，起業直後の不安定な状況

を乗り越えた企業を対象にさまざまな指導・助言

事業等を実施していった姿は，こうした理念に近

いものといえる。

本論をまとめるため，本研究の更なる課題をあ

げると，起業動機に起業家の属性（動機以外）が

与える影響を考慮に入れた分析が考えられる。事

業経営経験者がどのような特性を有しているか

（第４表）及び周辺環境影響型起業家の特性分析

（第７表）において示したように，特定の環境にお

かれた者が特定の動機を選択することは十分にあ

りうるからである。

最後に本稿の結論は，教育と起業のパフォーマ

ンスの関係等，従来，欧米で試みられてきた結果

とやや異なる点がある。これが日本の特殊性なの

か，あるいは単なるデータの特性であるのかにつ

いては，現段階では不明である。不明である理由

は，単純にこうした分野の研究蓄積が日本に無い

ことによるものである。この意味で本論の試行的

試みが，起業家研究が盛んになる契機となれば幸

いであることを述べて本論の結びとする。

【注】

１ 代表的なものとしてはEvans＝Jovanovic（１９８９），

Evans＝Leighton（１９８９）等がある。

２ Storey（１９９４）はこれらの研究の適切なサーベイで

ある。

３ 起業後１３年（平成年間）以内の企業を母集団とする

理由は比較的若い企業の創業者が現在も存在し，起業

時の状況を把握していると思われることである。

４ 代表的なものとしてはHymer＝Pashigian（１９６２），

Mansfield（１９６２），Hart ＝ Paris（１９６２），Samuels

（１９６５），Singh＝Whittington（１９７５）がある。

５ 中小企業庁（２００２）P７０参照

６ 早期のものとしてはEvans（１９８７a），Evans（１９８７

b），Dunne＝Roberts＝Samuelson（１９８９），Dunne＝

Hughes（１９９４）また，これらを総括したものとしては

Geroski（１９９５）参照。

７ 以下の説明変数の係る仮説の多くはStorey（１９９４

a）によるところが大きい。

８ 米国の女性起業家の実態についてはU.S. Census

Bureau（１９９７），Center for Woman’s Business Re-

search（２００１）に詳しい。また，日本の状況については

高橋（２００２），中小企業庁（２００２），三谷他（２００２）を

参照。

９ 事業承継者のパフォーマンスという観点からこの問

題を扱ったものとしてはLentz＝Laband（１９９０）があ

る。彼らは一代目の経営者に比べ相続経営者の所得は

教育，経営者としての経験の影響を受けにくいことを

発見した。彼らはこの観察事実について相続経営者の

場合，人的資本を既に別の経路を通じて蓄積している

ことによるものではないかとの仮説を提示している。

１０ Storey（１９９４）p.１３５

１１ Storey（１９９４）は，前職場の規模と創業後のパフォ

ーマンスの関係について以上２つの可能性を言及して

いる。

１２ 中小企業基本法では「小規模企業」を従業者２０人以

下（商業，サービス業では５人以下）としており，本

論で用いる「小規模企業」と完全ではないが，ほぼ定

義が等しい。

１３ Storey（１９９４）によると外部出資の導入は起業後の

良好なパフォーマンスとつながる（p.１４６）。Storey

（１９９４）の言及は出資に関するものであり，金融機関か

らの融資を想定したものではないが，メインバンクに

よるモニタリング機能が広く指摘されている我が国に

おいては外部金融の有無が企業後のパフォーマンスと

つながることは十分に考えられることである。

１４ Storey（１９９４）p.１２８

１５ 多重共変性の有無を確認するため，説明変数間の許

容度をみるといずれも２０％台以内であった。

１６ この場合の基準となるのは不動産業・その他である。
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１７ 基準年は１９８９年とする。

１８ 前節���で触れたように，Storey（１９９４）は，中小企

業の勤務者の方は大企業の勤務者と比べ起業によって

失う賃金所得というという機会費用が小さいため，よ

り安易に開業する可能性について指摘している（p.

１３６）。

１９ これらの回答全体で１００％を超えるのは，複数の会

社を起業し一つは承継，一つは倒産のいったケースが

あるためである。

２０ サンプル中５０３社（１４．３％）であった。

２１ この５つの主成分抽出後の負荷量の累積平方和は

４７．２４％である。

２２ 各主成分における動機ごとの因子負荷量とサンプル

全体における起業動機の選択結果（各動機を選択した

割合（％））の相関係数は，第一主成分から第五主成分

までそれぞれ，０．６５，－０．２３，－０．３４，－０．２９，－０．２３

であり，第一主成分のみ５％水準で有意な相関関係が

あった。

２３ サンプル全体で見ても「生涯勤労」は１８．４％とかな

りの高い割合を示している。
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